
 

 

令和６年度事業計画書 

 

 新型コロナ感染症が５類に移行し、世の中の動きはコロナ禍以前の状況に戻ってきた。協会の活

動も以前の状況に戻りながら、WEB併用での会議等コロナ以前にはなかった動きも見られる 

当協会では、建築物の省エネ・防災・減災・安心・安全等の新しい技術の向上を目指し、また広く

公益性に富んだ事業活動を推進していく。 

 事業内容としては、建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供、社会的要請に応えるた

めの建築設備等の技術に関する調査研究、建築設備相談会の開催など地域社会に貢献する事業等を

具体的な事業内容を策定し、これらの事業を推進することとしている。 

  

１ 普及啓発事業 

建築設備等の知識に関する普及啓発及び情報の提供を行う。 

（１）広報誌発行事業 

広報誌「風とあかり」を年１回発行し、当協会の活動状況報告、建築設備に関わる最新の技 

術や省エネルギー対策、長寿命化や防災機能の紹介などの技術情報提供を行い、協会の発展

に繋がる広報誌作成を目指す。 

特に、賛助会員などの協力も得て建築設備に関する最新技術情報の提供を行うとともに、

親しみやすく、読みやすいコンテンツも掲載する。 

（２）ホームページ運営事業 

ホームページを充実させ、広く県民に協会に関する情報や建築設備に関する技術情報の提

供を行う。また、設備面での分煙技術支援事業を展開し社会的要請に応じる。 

（３）分離発注促進事業 

   「設備設計・監理受注実績」を広報誌内に掲載し、関係先へ配付を行い、設備設計の分離発

注により建築設備の長寿命、省エネルギー化などを的確に進めることへの理解を促進する。 

 

２ 調査研究事業 

社会的要請に応えるための建築設備等の技術に関する調査研究を行う。 

（１）建築設備設計技術向上事業 

   省エネルギーを考慮した施設や新エネルギーの利用を促進した施設の現地研修会、建築物の

エネルギー消費効率の向上及び防災・減災、安心・安全等についての技術講習会を通じて

より良い建築設備設計技術の向上を目指す。 

 

（２）設計施工技術共同研修事業 

   設備工事施工団体との共同事業により建築設備の設計及び施工技術に関する共同研修を行い、

お互いの技術の研鑽を図る。 

 

 

 

 

 



３ 地域社会貢献事業 

建築設備相談会の開催等地域社会に貢献する事業を行う。 

（１）建築設備無料相談事業 

   建築設備についての新築計画、リニューアル又は現設備に係るトラブルなどに対するアドバ

イスのための無料相談コーナーをホームページ上に開設する。 

   また、必要に応じ現場での出張相談も行う。 

 

４ その他事業 

その他この法人の目的を達成するために必要な事業を行う。 

（１）ボランティア活動事業 

   様々なボランティア活動を通じて広く地域社会に貢献する。 

  ① 地域の清掃活動などを通じて環境保全の向上を図る。 

② 福祉団体やボランティア団体との交流、情報交換等を行い協力、援助をしていく。 

（２）他団体等との情報交換事業 

   各県の設備設計協会の総意の中央団体としての(一社)日本設備設計事務所協会連合会を通じ

て各地区協会との情報交換を行い、また意見等を発信しながら協会事業の円滑な運営を図る。 

県担当課との意見交換会、会員交流会、東海四県技術連絡会・意見交換会、東海・北信越ブ

ロック協議会などを通じて建築設備設計に関わる情報交換を行い法人の事業活動の推進に資す

る。 

（３）組織強化事業 

次世代の技術者の育成を目標に設備関連大学等とのインターンシップ・出前講座等交流を行う。 

         

５ 法人管理事業 

理事会、総会、業務執行理事会などの会議の開催、事務局事務などを通じて法人の全般的な管

理運営を行う。 

 

 


